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平成29年度林野関係税制改正要望について

１ 新規・拡充措置に関する要望

(1) 森林吸収源対策の財源確保に係る森林環境税（仮称）の創設

(2) 山林についての相続税の納税猶予制度の拡充（相続税）

(3) 森林法等の一部改正に伴う税制上の所要の措置（複数税目）
① 森林経営計画の認定基準見直しに伴う措置
② 国立研究開発法人森林総合研究所の名称変更等に伴う措置

(4) 中小企業者等が機械等を取得した場合の特別償却（30％）又
は税額控除（７％）［中小企業投資促進税制］の拡充及び２年
延長（所得税・法人税）

【経産省等４省共管】

(5) 協同組合等に係る受取配当等の益金不算入制度の見直し等（法
人税）

【金融庁共管】

２ 既存措置に関する要望

(1) 林業用軽油に対する石油石炭税（地球温暖化対策のための課
税の特例による上乗せ分）の還付措置の３年延長（石油石炭税）

(2) 特定中小企業者等が経営改善設備を取得した場合の特別償却
（30％）又は税額控除（７％）［商業・サービス業・農林水産
業活性化税制］の３年延長（所得税・法人税）

【経産省等２省共管】

(3) 中小企業等の貸倒引当金の特例（繰入限度額を12％増し）の
２年延長（法人税）

【経産省等４省庁共管】

(4) (独)農林漁業信用基金等が受ける抵当権の設定登記等の税率
の軽減措置（0.4％→0.15％）の２年延長（登録免許税）

【経産省等２省庁共管】



【要望の概要】

昨年度の与党税制改正⼤綱を踏まえ、2020年度
及び2020年以降の温室効果ガス削減⽬標の達成
に向けて、市町村の役割を強化して継続的かつ安
定的に森林整備等を進めるための仕組みについて、
地⽅⾃治体等の意⾒を聞きつつ、関係法令の改正
も含めて検討し、その仕組みの実施に充てる財源
として森林環境税（仮称）の創設を検討する。

森林吸収源対策の財源確保に係る税制上の措置〔森林環境税（仮称）〕
【政策の背景・⽬的】
○ 我が国の温室効果ガス削減⽬標については、昨年７⽉に国
連気候変動枠組条約事務局に提出した「⽇本の約束草案」及
び昨年末のCOP21で採択された「パリ協定」等に基づき、地
球温暖化対策計画（平成28年５⽉13⽇閣議決定）におい
て、2030年度に26.0％減（2013年度⽐）、2020年度に
3.8％減（2005年度⽐）とされるとともに、森林吸収量の⽬
標を2030年度に2.0％（2013年度⽐）、2020年度に2.7％
以上（2005年度⽐）に設定。これら⽬標の達成のために
は、間伐等の森林整備や⽊材利⽤等の森林吸収源対策を着実
に実施していくことが必要だが、継続的に森林整備を実施す
るための安定財源の確保が⼤きな課題。

○ また、森林整備や⽊材利⽤を推進することは、地球温暖化
防⽌のみならず、国⼟の保全や地⽅創⽣、快適な⽣活環境の
創出などにつながり、その効果は広く国⺠⼀⼈⼀⼈が恩恵を
受けるものであるが、森林現場には、森林所有者の特定困難
や境界の不明、担い⼿の不⾜といった、林業・⼭村の疲弊に
より⻑年にわたり積み重ねられてきた根本的な課題があり、
こうした課題の克服が必要。

○ このような状況を踏まえ、平成28年度与党税制改正⼤綱や
⾻太⽅針2016において、森林整備等に関する市町村の役割
の強化や、地域の森林・林業を⽀える⼈材の育成確保策につ
いて必要な施策を講じた上で、市町村が主体となった森林・
林業施策を推進することとし、これに必要な財源として、都
市・地⽅を通じて国⺠に等しく負担を求め、市町村による継
続的かつ安定的な森林整備等の財源に充てる税制（森林環境
税（仮称））等の新たな仕組みを検討すると記載。

○ 地⽅⾃治体はじめ各⽅⾯からも森林環境税（仮称）の早期
実現等による安定財源確保の要請。

（参考１）平成28年度税制改正⼤綱（抜粋）（⾃⺠党・公明党 平成27年12⽉16⽇）
第⼀ 平成28年度税制改正の基本的考え⽅
７ 森林吸収源対策
（２）森林整備や⽊材利⽤を推進することは、地球温暖化防⽌のみならず、国⼟の保全や

地⽅創⽣、快適な⽣活環境の創出などにつながり、その効果は広く国⺠⼀⼈⼀⼈が恩恵
を受けるものである。しかしながら、森林現場には、森林所有者の特定困難や境界の不
明、担い⼿の不⾜といった、林業・⼭村の疲弊により⻑年にわたり積み重ねられてきた
根本的な課題があり、こうした課題を克服する必要がある。
このため、森林整備等に関する市町村の役割の強化や、地域の森林・林業を⽀える

⼈材の育成確保策について必要な施策を講じた上で、市町村が主体となった森林・林業
施策を推進することとし、これに必要な財源として、都市・地⽅を通じて国⺠に等しく
負担を求め、市町村による継続的かつ安定的な森林整備等の財源に充てる税制（森林環
境税（仮称））等の新たな仕組みを検討する。その時期については、適切に判断する。

（参考２）経済財政運営と改⾰の基本⽅針2016（抜粋）（平成28年６⽉２⽇閣議決定）
第２章 成⻑と分配の好循環の実現
５．安全・安⼼な暮らしと持続可能な経済社会の基盤確保
（４）地球環境への貢献

（前略）森林吸収源対策及び地⽅の地球温暖化対策に関する財源の確保について、
（中略）森林整備等に関する市町村の役割の強化や、地域の森林・林業を⽀える⼈材の
育成確保策について必要な施策を講じた上で、市町村が主体となった森林・林業施策を
推進するために必要な財源として、都市・地⽅を通じて国⺠に等しく負担を求め、市町
村による継続的かつ安定的な森林整備等の財源に充てる税制（森林環境税（仮称））等
の新たな仕組みを検討する。その時期については、適切に判断する。また、安定的な財
源が確保されるまでの間においても、森林吸収源対策のための必要な施策を着実に推進
する。


